
関係部署に回覧をお願いします。 

         

 

土 木 施 工 管 理 C P D S 認定講習会 （６ユニット） 
建設コンサルタンツ協会 CPD 認定プログラム（5．5 単位） 

●当講習会は CPD・CPDS 登録者の方のみを対象としたものではありません。本テーマに興味のある方はどなたでも受講いただけますので、ぜひご参加ください。 

 

 

開催日時 ：  2025 年 ７月 ２３日（水） 

        10：0０ ～ １６：３０ 

会    場 ：  茨城県建設技術研修センター ３階 

茨城県水戸市青柳町 4193 番地 

                    029-228-3881 

定    員 ：  １０0 名（定員になり次第締め切り） 

主    催 ：  茨城県土木施工管理技士会 

一般社団法人 茨城県建設業協会 

一般財団法人 経済調査 
  

 
本講習会では、新たな知識や技術によって常に進歩している施工

管理に関する各種手法、時代に即した改定が行われている関連法規
について、経験の少ない方でも分かり易く解説します。テキストには 1
級・2 級土木施工管理技術検定試験における受験対策としても活用
できる「土木施工の管理学」を用い、講師には本書を執筆された渡部 
正先生をお迎えします。  
  つきましては、この機会に土木施工に携わる皆様が参加され、日常業務

にお役立ていただきます様、ご案内申し上げます。 

 

 

           土木施工管理の技術を基礎から体系的にわかりやすく解説 

 

「土木施工の管理学」解説講習会 

開催のご案内 

kaneta
タイプライター

kaneta
タイプライター

kaneta
スタンプ



開  催  要  領 
 

１．講  師 渡部 正（旭工榮株式会社 技術参与・日本大学大学院 非常勤講師） 

博士（工学）、技術士（建設部門）、１級土木施工管理技士、 

コンクリート主任技士、コンクリート診断士 

 （元 日本大学生産工学部土木工学科 教授） 

２．受講料 1 名 7,4８0 円 

3．テキスト 「土木施工の管理学」（令和５年３月発刊）  

定価 ３，３００円（税込み） → 特別価格 ２,９７0 円（税込み） 

※テキスト（ご購入申し込みの方）は、講習会当日にお渡しします。 

※テキストを既にお持ちの方は講習会当日必ずご持参ください。 

4．申込方法 受講申込書に必要事項を記入のうえ、FAX にてお申し込みください。 

申込 FAX 番号：03-5777-8237 

5．申込締切 講習会 1 週間前まで受付いたします。※但し定員になり次第、締切とさせていただきます 

6．支払方法 受講料・テキスト代は、お申込み後に受講申込書記載の口座にお振込みのほど、お願いい

たします。 

7．定  員 １０0 名 

8．その他 ①お申込み受付後、受講証を送付しますので、当日、ご持参ください。 

※請求書等の書類送付をご希望の方⇒受講証と一緒に送付させていただきます。  

②筆記用具をお持ちください。 

③当日のキャンセルまたはご欠席の場合、受講料を請求させていただきます。 
その場合、お申込みいただきました資料一式を送付させていただきますので、予めご了承
ください。 

 

会  場  案  内 
 

 

 

 

 

 
  
茨城県建設技術研修センター ３階大会議室 

水戸市青柳町 4193 番地 電話：029-228-3881 
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テキスト 土木施工の管理学                                  2023 年３月発刊 

B5 判 ２２４頁 
共著 

渡辺 正/保坂 成司  

 
☆土木工事の施工における５大管理（品質管理、原価管理、

工程管理、環境保全管理）を習得することで、実務的な専
門書として活用できる 

☆土木施工管理に必要な土木関連法規を体系的に効率よく
習得することができる 

☆「土木施工管理技士」に求められる一般知識を編纂 
 

 

参考図書 土木施工の基礎技術                              2020 年３月発刊 

B5 判 378 頁 
共著 

渡辺正/滝口健一/清水英樹  

 
☆土木施工の基礎的な技術である「土工」「基礎工」 

「コンクリート工」を中心に体系的にわかりやすく解説 
☆「土木施工管理技士」に求められる一般知識を編纂 
 
＜主要目次＞ 
 

第１章 土木構造物と施工技術 
第２章 土工事 
第３章 基礎工事 
第４章 コンクリート工事 

講習会プログラム 
受付開始 9：30 より 

時  間 項     目 

10：00～16：３0 
 
12:00-13:00 

昼 休 憩 

 

■『土木施工の管理学』の解説 
図書テキスト『土木施工の管理学』の各章から要点を抜粋して解説していきます。 
 

第 1 章 施工管理の概要 （施工管理の全体像、品質・工程・原価の関係等） 

第 2 章 施工計画の作成 （施工計画の作成、関係機関への届出と許可等） 

第 3 章 品質管理 （品質管理の方法、ISO9000等） 

第 4 章 土工事の品質管理 （地盤調査、土量の配分計画、盛土の施工、情報化施工等） 

第５章 コンクリート工事の品質管理 
（レディースミクストコンクリート、鉄筋工、コンクリート構造物の劣化とその抑制対策等） 

第６章 原価管理 （原価の構成、実行予算の作成等） 

第７章 工程管理 （工程管理の手順、１日平均施工量の算定、ネットワーク工程表の作成方法等） 

第８章 安全管理 （建設工事の労働災害、労働安全衛生法、土木工事の安全対策等） 

第９章 環境保全管理 （建設工事の騒音・振動対策、建設リサイクル法、近隣環境の保全等） 

第１０章 土木関連法規 （労働基準法、建設業法、建築基準法等） 
 



 
「土木施工の管理学」解説講習会 受講申込書（７/２３開催） 

官公庁名・会社名（フリガナ） 所属部署名 連絡担当者名 

所在地 〒 TEL  

FAX 

      参    加   者 

所属部署 氏    名 

①     

②     

③     

④   

⑤   

  

◎受講料                             ７,4８0 円（税込み）×      名  ＝       円  

 合計 
◎テキスト                                   （定価３,３00 円）   
「土木施工の管理学」1 冊     特別価格  ２,９７0 円（税込み）×     冊   ＝       円  
◎参考図書                                  （定価４,４00 円）  
「土木施工の基礎技術」1 冊   特別価格  ３,９６0 円（税込み）×     冊   ＝       円             円 
  

【お支払い方法について】  

※受講料およびテキスト代は、お申込み後、下記口座にお振込みのほど、お願いいたします。 

       月       日に 【 ①銀 行  ②郵便局】 に振り込みます（どちらかに〇をつけてください）。 
 

振込先 

①銀 行 三井住友銀行 銀座支店 当座 №0226026 口座名義：一般財団法人 経済調査会 一般会計 

②郵便局（振替） 00160-9-79994 口座名義：一般財団法人 経済調査会 一般会計口 

※銀行 ATM、インターネットバンキングを利用して郵便局に振り込まれる場合は、 

ゆうちょ銀行 019 店 当座 79994 一般財団法人 経済調査会 一般会計口 となります。 

・ 必要書類があれば送付いたしますので、ご記入ください（下記書類は受講証送付時に同封いたします）。 

   ａ．見積書        枚    ｂ．請求書        枚     ｃ．納品書        枚 
 

※受講せずに、図書テキスト・参考図書のみ購入申込の方へ 
 

この場合、通常の書籍ご注文として手配いたします。講習会同様 FAX にてお申込みください。図書は請求書を同封いたしますので、到着後にお振込みください。 

《
書
籍
申
込
書
》 

                                                                          （定価 ３,３０0 円） 《通信欄》IP 

  

  
  

土 木 施 工 の管 理 学               価格 ２,９７0 円×         冊 
（定価 ４,４０0 円） 

土木施工の基礎技術               価格 ３，９６０円×         冊 

※個人宛に案内等送付希望の方は
〇で囲んでください    【希望する】 

 
                                                      送料   600 円 
 

                                           計               円 
※ご記入いただきましたお名前、ご住所等は、今後、経済調査会発行の雑誌、書籍、電子媒体および講習会等のご案内に使用させていただく場合がありますの

でご了承ください。なお、送本等の一部業務は、守秘義務を含む業務契約を締結した協力会社に委託することがあります。 




